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軽微ないじめも見逃さない 

１ いじめ防止対策推進法第２条に規定されている「いじめ」の定義について、全教職員の共通理解を図り、

いじめの認知が確実に行われるよう意識啓発を行う。 

 
【いじめ対策推進法 第２条】 いじめの定義 
この法律において「いじめ」とは、生徒に対して、当該生徒が在籍する学校に在籍している等 

当該生徒等と 

① 一定の人間関係にある他の生徒が行う 

② 心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって 

③ 当該行為の対象となった生徒等が心身の苦痛を感じているもの をいう。 

なお、学校の内外を問わない。 

 

 

２ 定期的に「学校いじめ対策委員会」を開催し、いじめやいじめの疑いのある事例について情報共有した

り、各事例への対応方針を協議したりする。 

 

【学校いじめ対策委員会】 常任委員（校長・副校長・主幹教諭） 

常任委員会は、基本的に毎週実施する。いじめアンケートや生活アンケートの実施状況や実施後の

聞き取り状況や対応について情報を共有する。 

緊急時には常任委員に加え、関連のあるすべての教職員を加えて臨時委員会を実施する。 

 

 

教員一人で抱え込まず、学校一丸となって取り組む 

３ 「いじめ総合対策【第２次】」に基づき、いじめに関する研修を計画し、取り組む。   

 
【いじめに関する研修】  

① 「いじめ」の定義の確実な理解 

② 「学校いじめ防止基本方針」の内容を確認する 

③ いじめ問題の解消に向けた組織的な取組 

④ いじめを生まない環境づくり 

⑤ いじめの未然防止に向けて関連を図る主な関係機関を確認する 

 

 

４ 学校がいじめの防止等の対策を組織的に推進することができるようにするために、「学校いじめ対策委

員会」が行う職務内容を定めて、全教職員に周知する。 

 
【学校いじめ対策委員会 職務内容】  

① 未然防止・早期発見・早期対応・重大事態への対処 

② いじめアンケートと生活アンケートの実施 

③ いじめ防止学習プログラムの実施（いじめ総合対策【２次】下巻参照） 

④ いじめ問題解決のための教員研修の実施 

 

  



５ いじめの未然防止や早期発見のための取組について、「学校いじめ対策委員会」が年間計画を策定して全

教職員に周知する。 

 
【いじめアンケートと生活アンケートの実施】  
いじめ問題の早期発見およびいじめ問題に迅速かつ組織的に対応するため、練馬区立豊玉中学校に

在籍する生徒を対象に、いじめアンケートと生活アンケートを実施する。 

 

 

６ いじめの問題を一人で抱え込むことがないようにするために、教職員が生徒の気になる様子を把握した

場合に、「学校いじめ対策委員会」へ報告することを徹底する。 

 
【学校いじめ対策委員会への報告】  

いじめアンケートと生活アンケートの実施に合わせ、いじめを発見した場合は、学校いじめ対策常

任委員（学年の主幹教諭）へ速やかに報告する。また主幹教諭とともに管理職へ報告する。緊急性が

ない場合の情報共有は常任委員会で行う。 

緊急時には、学校いじめ対策委員会をいかなる場合でも開催する。招集する教職員は学校長が決定

する。 

 

 

７ いじめ防止対策推進法第 28条に規定されている「重大事態」の定義について、全教職員に周知している

とともに、重大事態に関する「事実関係を把握するための調査」について理解させる。 

 
【重大事態の定義】（いじめ総合対策【２次】上巻 P63）  

① いじめにより生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

   〇 生徒が自殺した場合        〇 身体に重大な傷害を負った場合  

   〇 金品等に重大な被害を被った場合  〇 精神性の疾患を発症した場合 

② いじめにより生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認める

とき。 

  〇 年間３０日以上の不登校 

③ ①と②に至った場合、学校が「いじめの結果ではないと」と考えたとしても調査に当たる。 

【事実関係を把握するための調査】 
④ 質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態係る事実関係を明確にするための調査を

行う。 

    〇 調査した内容は、５W１Hを明確にして事実のみを記録し、推測や主観は記録しない。 

 

 

８ いじめの事案について、生徒の実態や指導の経過等の情報が、定められた様式の記録ファイルにより、

パソコンの共有フォルダに保存されるなど、全教職員で共有する。 

 【いじめアンケートや生活アンケートの記録】  

① 担任は聞き取りした内容や指導の経過を記録し、生活指導のファイルに入力する。 

② いじめアンケートは、教育委員会作成のフォルダに入力する。 

③ 生活アンケートは、学校いじめ対策委員会が作成したフォルダに入力する。 

 

 

９ 教育調査の評価項目に、いじめ問題への適切な対応に関する内容を設定する。 

 【教育調査の評価項目】  

① 質問 

学校は、いじめを早期発見・防止するために、アンケートを毎月行い、いじめ解消に努めている。 

 

   



相談しやすい環境の中で、いじめから生徒を守り通す 

10 生徒を対象に、いじめを把握するためのアンケートを定期的に（年３回以上）実施するとともに、その

内容を「学校いじめ対策委員会」等、教職員間で共有する。 

 
【いじめを把握するためのアンケート】  

① いじめアンケートを年３回実施 

② 生活アンケートを年８回実施 

③ アンケートの結果は、学校いじめ対策委員会で掌握し、全職員で共有 

 

 

11 「学校いじめ対策委員会」の構成員の一人として、スクールカウンセラーの役割を明確にするとともに、

全員面接を含め、スクールカウンセラーが得た情報を、教職員間で共有する。 

 
【スクールカウンセラーとの連携】  

① スクールカウンセラーが得た情報は記録し、担任や養護教諭・生活主幹教諭・管理職に伝える。 

② 特別支援教育委員会は、スクールカウンセラーの勤務日の 1時間目に設定し情報を共有する。 

③ スクールカウンセラーによる全員面接は、１年生の入学直後から開始し夏休み前に終了する。 

④ 全員面接の日程調整については 1学年の教育相談担当（養護教諭）が行う。 

 

 

生徒たち自身が、いじめについて考え行動できるようにする 

12「いじめ総合対策【第２次】」（学習プログラム）に基づき、いじめに関する授業を年３回以上実施する。 

 
【いじめに関する授業（例）】  

① いじめをしない、させない、許さないための意識の醸成（道徳） 

  ４人組で、「見て見ぬふりをしてしまう理由」をテーマに「クリティカルシンキング」を行う。 

② いじめをしない、させない、許さないための意識の醸成（特別活動） 

  ４人組で、「自分らしさや友達のその人らしさ」をテーマに「ピア・サポート」を行う。 

③ 望ましい人間関係の構築（特別活動） 

  ４人組で、「より良い学校づくり」をテーマに「ダイヤモンドランキング」を行う。 

④ 規範意識の醸成（特別活動） 

  ４人組で、「ＳＮＳ学校ルールの行動宣言」をテーマに「Taniman トレーニング」を行う。  

 

 

13 どのような行為がいじめに該当するか、生徒が理解を深める取組を行う。 

 
【アンケートのたびに「いじめ」の定義を生徒に伝える（例）】  

生徒に対して、当該生徒が在籍する学校に在籍する学校に在籍している生徒と一定の関係にある他

の生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）

であって、当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じているもの。 

なお、起こった場所は学校の内外を問わない。 

 

 

14 生徒が主体的に行動しようとする意識や態度の育成に向けた指導が意図的・計画的に行われている。 

 
【いじめ防止に向けた生徒会活動（例）】  
① 生徒会役員・学級委員を中心とした取組の実施  

  例 ・「いじめ撲滅宣言」の作成 ・いじめ防止啓発作品（標語・ポスター等の作成）の作成 

② 放送委員会 

  例 ・友達にしてもらったうれしかったことの放送発表  

 

  



保護者の理解と協力を得て、いじめの解決を図る 

15 学校のいじめ防止の取組について、保護者の理解を得るとともに、連携・協力体制を築くため、「いじめ」

の定義や「学校いじめ防止基本方針」の内容を伝える。 

16 いじめが認知された場合には、被害・加害の双方の保護者に対して、「学校いじめ対策委員会」による解

決に向けた対応方針を伝える。 

17 ＳＮＳ家庭ルールの作成等を通じた、家庭でのＳＮＳの使い方の指導の協力を依頼する。 

 
【保護者への周知の機会】  

① 年度当初の保護者会 

② 学校便り 

③ ホームページ 

 

 

社会全体の力を結集し、いじめに対峙する 
18 学校のいじめ防止の取組について、地域・関係諸機関の理解を得るとともに、連携・協力体制を築くた

め、「いじめ」の定義や「学校いじめ防止基本方針」の内容を伝える。 

 
【地域・関係諸機関への周知の機会】  

① ＰＴＡ運営委員会 

② 学校評議員会 

③ 地域の生活指導連絡会  

 

 

19 いじめが犯罪行為に該当することが疑われる場合などは、直ちに教育委員会・警察等と情報を共有する

など、連携して対応する。 

 


